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（ 様 式 ） 

産学官連携戦略展開事業（戦略展開プログラム）構想等調書 

 

 １．応募者  

 

・機 関 名 称： 国立大学法人 室蘭工業大学 （代表応募機関） 

 

             国立大学法人 北見工業大学  

 

・機関の長（職・氏名）： 国立大学法人室蘭工業大学 学長 松岡 健一 

 

 

 

             国立大学法人北見工業大学 学長 常本 秀幸 

 

 

 

・事 業 実 施 組 織 名 称： 室蘭工大-北見工大・連携知的財産本部 

 

・調書責任者 

所 属： 知的財産本部 

役 職・氏名： 教授 鈴木雍宏 

 

 

 

 

２．事業計画の審査区分 

②特色 
①国際 

特定分野 事業化 地域 大学等間連携 人材育成 
③基盤 

審査区分 

       ○ 

 

 

 

別添２
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３． これまでの主な取組と現況 

 

① 知的財産の創出・管理・活用の体制整備 

本学においては、平成１７年３月１０日に知的

財産本部規則が制定され、直ちに知的財産ポリシ

ー、職務発明規定、知的財産評価規則等を立ち上

げ、法人化後の知的財産の創出・管理・活用体制

を整備した。しかし、産学連携ポリシー、利益相

反、秘密保持体制の整備については、実質的な体

制整備が行われていない。 

昨年１０月の専任教授の赴任によって発明相談

や外部有識者による発明評価の実施を活発に行い、

知財の創出の高度化を図っている。また、審査請

求案件についても、より厳しく市場性を検討する

ことによる絞り込みを始めた。活用については、

共同出願企業の市場判断に委ねるところがあり積

極的な関与はできていない。また、単独出願案件

の活用についてはＴＬＯ頼みであったが、地域の

金融機関、行政、独立行政法人、その他連携機関

の支援を得て、室蘭工業大学産学官支援会議を設

立し、具体的な案件について議論し、実用化に供

する仕組みを形作りつつある。 

 

② 利益相反マネジメントの体制整備 

 平成１７年４月１日制定の知的財産ポリシーの

中で利益相反の整備を謳っているが、セミナー等

を通じて教員に対してその理念を伝えるのみであ

り、具体的なマネジメント体制を整備するには至

っていない。本学は、中小企業との共同研究比率・

全国１位（内閣府総合科学技術会議調査、平成１

８年度発表）及び日経グローカル（２００７．７.

２号）による地域貢献度ランキング全国第１位の

評価を得たように、産学連携を大学運営の理念と

して実施している。その意味においても、利益相

反マネジメント体制の整備は早急に行う必要があ

り、平成２０年度中にポリシーの設定と体制の整

備を行う予定である。 

 

③ 秘密保持体制の整備 

 研究担当者と企業との間で検討された共同研究

は、従来、研究協力係が事務的に契約等を行って

いたが、平成１９年度より、知財本部が共同研究 

の打ち合わせ段階から入り秘密保持を徹底する体

制に整備した。しかし、各研究室における「秘密」

の取り扱いについては、研究者に委ねる部分が多 

 

 

く、予期せぬ秘密の漏えいがあるものと推測して

おり、企業側の体制との乖離が大きくならないよ

うに、２０年度以降の目標として研究室内の機密

保持についての啓蒙活動をより一層強化し体制整

備に努める。 

 

④ その他全般に産学連携関連の紛争への対応 

 知的財産の移転に限らず、論文等共同研究の成

果に関わる問題などは、顧問弁護士に相談し指導

を受けることにより、紛争として顕在化する以前

に対応してきたと考えている。しかし、多くの問

題はルール・規則を明確にしていなかったこと、

契約書の記載不備や契約内容の不完全さ、大学研

究室の社会性欠如によるものであり、今後の活動

により低減されると期待できる。 

 

 ⑤ その他特筆すべき取組 

 本学の理念・目標には、「室蘭工業大学は、学

術研究の成果を地域・国際社会へ還元するととも

に、産官学連携を推進し、豊かな社会の発展に貢

献します。」と謳いあげ、地域貢献と産学官連携

を大学の目標にして推進してきた。本学が中小企

業との共同研究比率・全国１位であると評価され、

また、地域貢献度ランキング第１位の評価を得た。

共同研究の約５０％が中小企業を対象に実施、そ

のほとんどが地元企業である。 

 上述した「室蘭工業大学産学官支援会議」は、

北洋銀行、北海道銀行、ＮＥＤＯ、ＪＳＴの地域

担当者、北海道中小企業支援機構、北海道工業試

験場、ノーステック財団、室蘭テクノセンターと

本学との意見交換会から発展した組織であり、地

域産業の育成のための助言、研究補助金の紹介、

目利き人材の紹介など、本学の知的財産の活用に

係る支援機関としての機能を持っている。
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４．産学官連携戦略 

   

 独立法人化後の地方大学は、地域貢献がその

存在意義になりつつある。本学は理念・目標に謳

われているように産学官連携活動を積極的に行い、

中小企業との共同研究比率・全国１位、地域貢献

度ランキング第１位の評価を得てきた。その結果

地域の産業活動への貢献が顕在化してきているが、

大学のシーズ単独の事業化の例は限られており、

その事業規模も小さいと言える。室蘭工業大学は、

「鉄」の街で知られる室蘭市に位置し、市のＧＤ

Ｐは約１兆円に上る工業都市である。また、市の

周辺は胆振地区と呼ばれ、同様に１兆円都市の苫

小牧市があり、また、温暖な気候に恵まれ畑作生

産額も比較的多く、太平洋と内浦湾には恵まれた

水産資源がある。また、背後には札幌市を中心に

消費地を抱えており、第１次、２次、３次産業が

身近に存在する。従来は金属材料、金属加工等を

中心とする連携であったが、これに加えて食品加

工・機械、検査の分野ヘの進出が期待されている。 

一方、人口問題研究所の推計によると、２０３

５年には我国の人口は１３％減少するとしている

が、北海道は２１％の減少が見込まれている。更

に本道における２０歳から６０歳までの労働人口

は３７％も減少すると推計され、その差１６％～

２４％分の産業力の強化が望まれている。 

 

① 産学官連携戦略に関すること 

本学の産学官連携および北見工業大学との

連携の目的は、大学の技術シーズの事業化、

産業化と地域産業振興にある。連携を戦略的

に取り組むためには、明確なビジョンが必要

である。また、このビジョンが各機関で共有

される必要がある。本学の技術シーズと企業

側の市場ニーズとを融合して商品のコンセプ

トを作り上げる際、「目利きネットワーク」

を介して学内連携や北見工業大学との連携、

更には他の大学との学学連携、複数企業との

連携を戦略的に構築し、ダーウィンの海を渡

れるようにしたいと考えている。 

② 戦略達成のための「マネジメント」に関する

こと 

 本学において産学官連携の窓口は、主に知

的財産本部と地域共同研究開発センター（以

下ＣＲＤ）が担当している。学内の知的財産 

 

 

（産業財産権、研究・教育ノウハウ、研究試

料など）の管理は知財本部が担当し、その活

用（地域企業との共同研究、技術指導等）は

ＣＲＤが担当している。更に、連携大学・機

関との調整は、本学知財本部が担当すること

となる。学内には限られた人材しかいないた

め、外部機関であるノーステック財団や㈱北

海道ＴＬＯの人材活用が必要になる。ここで、

各連携プロジェクトにおいて、最適な人材に

よってそのプロジェクトを指揮することが必

要であり、信頼ある情熱を持った人材を活用

するマネジメントが必要になる。「目利きネ

ットワーク」は、両大学の知財本部の管理の

下、プロジェクトリーダーの支援行うことが、

本戦略達成のためのキーであると考えている。 

③ 戦略達成のためにあるべき「体制」に関する

こと 

   出願、管理については、現在までに体制整

備を行ってきた。今後は知財の活用の分野に

おける諸問題を対応すべく、利益相反マネジ

メント、外為法と外国貿易法に基づく規制の

規則等の整備をするとともに、ライセンス活

動ができる外部機関や人材の活用、学学連携

及び学内連携の強化（事務組織との融合）を

することにより、少人数で産学官の連携を行

う体制を構築する。地域支援の人材としては、

室蘭市から職員を特認教員として受け入れ、

行政および企業との接点の強化を行う。同様

に、文部科学省・産学連携コーディネーター

は、学内シーズの発掘から技術移転までの担

当としている。 

   8.応募機関の体制図に示すように金融１０

機関、自治体３機関、財団２機関、企業１、

報道１、ＴＬＯ１、大学３、団体１の合計２

２機関と業務提携契約等を締結している。こ

れらの連携機関による支援会議を戦略的に活

用しており、地域活動と事業化の成果が顕在

化しつつある段階である。 
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５．事業計画 

 

・現在の連携体制  現在の産学連携体制は

図（８.応募機関体制図）に示すように、知的

財産本部と地域共同研究開発センターおよび

地域連携委員会により構成され、社会連携担

当理事により総括されている。また、事務組

織は地域連携推進課が担当している。地域企

業との共同研究、地域イベントへの参画、生

涯学習など、地域の知の拠点として本体制は

機能している。 

 従来型の技術移転すなわち、1研究シーズ+

ノウハウと地域企業の技術ニーズだけでは、

技術移転およびこれをベースとした事業化は

困難な場合が多く、学内連携、学学連携、必

要なものは何としても揃える、という体制に

移行することが必要である。 

・共同研究、受託研究の実績 別表（１１.現

状に関するデータ）の通りであり、共同研究

の件数は減少したが研究費は順調に増加して

いる。今後とも件数、受入額ともに増加させ

る方向を模索する。 

・特許出願実績・活用実績 別表（同上）で

あり、国立大学法人化に伴って一旦増加した

が、出願件数は絞り込みの方向にある。活用

実績はナシに等しいが、共同出願企業から僅

かなランニングロイヤルティがあった。 

・ベンチャー創出実績 平成１４年度に２社

立ち上げ、別表（同上）の物と合わせて3社立

ち上げ、２社は起業した職員の転出とともに

移転し、１社は活動４年目に入るが厳しい経

営を強いられている。  

 

・本学の産学官連携体制は体制図に示すよう

に、少人数での運営に努力している。常勤職員

をできる限り少なくし、非常勤および支援組織

からの派遣によって構成されている。また、学

内教員のボランティアな協力は不可欠である。

担当理事を中心として毎週１回の割合で、各セ

クション間の意見交換により情報共有をしてお

り、知的財産の一元的管理が知的財産本部を中

心になされている。また、学外の知財有識者に

は、発明届に基づく特許性の検討や明細書によ

る市場性調査を依頼し、従来技術を考慮した明

細書の作成や市場性を考慮したビジネスモデル 

 

 

の提案を受け明細書に反映させている。 

 ・平成１７年４月に制定した本学職務発明

規定により機関帰属の方針および管理方法に

ついては周知されており、発明者の中に混乱

はない。一方、活用については知財ポリシー

において㈱北海道ＴＬＯと連携することにな

っているが、独法後ＴＬＯの経営方針の変化

もあり、大学独自の対応を強いられていた。

現時点では、発明者に対して発表学会（ライ

センシーがいそうな）のアドバイスや企業へ

の直接の売り込みなどは実施できていない。

この部分の強化が不可欠であり、スタッフの

育成が必要である。これまでは外部機関が主

催する各種イベントにおけるＰＲが中心であ

り、イノベーションジャパン等では共同研究

に発展した例が多い。 

 

・ 北見工業大学との連携は、互いの強みを

強化し競争することにより、互いに発展する

ことを目的としている。本プログラムで提案

する「目利きネットワーク」や「遠隔地間の

人材育成」は、北海道という地域性と将来性

を鑑みたモデルである。どのように地域と連

携するのかは各大学の個性であり、それぞれ

の大学で研究シーズを育成すべきである。各

大学の判断により社会貢献のシーズとして提

供される知的財産について、オール北海道の

視点で事業化、産業化の方向性を見出すべき

であり、このモデルはノーステック財団また

は㈱北海道ＴＬＯに継承されるものと考えて

いる。年次計画については、次に示す通りで

ある。また、本事業により育成された知財人

材（弁理士および知的財産管理技能検定２級

程度）は、地域の知財人材として活躍できる

ことを望む。また、ＩＰネットワークを介し

た授業により、知財マインドを有する多くの

卒業生を世に送り出すことができる。 
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６．事業計画の年度別計画 

〔事業内容〕 

年 度 事業内容 

平成２０年度 

①目標 

1. 産学連携ポリシー、利益相反マネジメント、外為法及び外国貿易法に係る規

制等の規定整備。 

2. 知財人材の育成 

3.  北見工業大学との間にＩＰ会談システムの構築。 

②事業内容 

 現状の知財ポリシーの見直しを含め、関連規定の整備を行う。また、学内におけ

る知財マインドの育成のため、規定に係るセミナーをはじめ、秘密保持、研究ノー

トの記載について教職員を対象にした啓発活動を行う。地元の知的財産問題に対応

できる将来の人材を育成する（３年後に弁理士資格取得）。IPネットワークシステ

ムを完成し、情報交換できる体制を整備する。 

平成２１年度 

①目標   

１． 目利きネットワークの設立。 

２． インキュベーション施設の確保。 

３． ＩＰ会談システムによる情報共有 

②事業内容 

 既に本学で実施している産学官連携支援会議を発展させた「目利きネットワーク」

を立ち上げ、大学の知的財産の活用の支援を行う。具体的には、技術シーズの技術

的な評価、市場性、実施企業の選択、実施企業の評価、および実施企業等のアライ

アンス、研究開発補助金の斡旋、ファンドの紹介などを行う。 

 室蘭、北見それぞれに学内の施設を活用してインキュベーション施設を立ち上げ

る。この施設は、地域の企業とのコミュニケーションが取れる場所で実施するため、

相互乗り入れを可能にする。また、情報交換はＩＰネットワークを利用して時間的

な効率化を図る。 

平成２２年度 

①目標 

１． 知財活用に実績を出す。 

２． 知的人材として弁理士の合格を目指す。また、事務補佐員には、知的財産

管理技能検定資格を目指す。また、ＩＰシステムを拡張して、大学間において

ＭＯＴなどの講義を実施し単位互換を行う。 

②事業内容 

 「目利きネットワーク」により年間複数の技術移転を実施し、これに伴うライセ

ンス収入または技術指導料収入を得る。また、ネットワークを支援する専門家集団

を増強し、より広い分野への展開、調査機能の高度化、国際化への準備などを開始

する。 

 本事業を推進している知財人材育成対象者には、３年以内に弁理士資格の取得を

期待している。また、事務補佐員にも新たな国家資格の知財管理技能資格の取得に

期待する。更にＩＰ会談システムを拡張し、大学間においてＭＯＴなどの講義を実

施し、学生の知財マインドの育成に努める。 
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６．事業計画の年度別計画 

〔数値目標〕 

①発明状況 

 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度  

 発明届出件数 25件 35件 40件 件 件

    ②特許取得及び管理状況                                                       

特許権（国内） ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 

出願件数 15件 10件 10件 件 件

登録(権利化)件数 4件 9件 14件 件 件

 

保有件数 9件 13件 15件 件 件

    ③特許権（国内）のライセンス等収入 

実施許諾・譲渡 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 

件数 2件 2件 3件 件 件

件数（ＴＬＯ経由） 件 件 件 件 件

収入額 2000千円 2500千円 3000千円 千円 千円

 

 

 

収入額（ＴＬＯ経由） 千円 千円 千円 千円 千円

    ④共同研究（国内）受入実績 

 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 

受入件数 100件 100件 120件 件 件

 

 

受入額 130,000千円 130,000千円 150,000千円 千円 千円

    ⑤受託研究（国内）受入実績 

 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 

受入件数 35件 35件 40件 件 件

 

 

受入額 90,000千円 100,000千円 110,000千円 千円 千円

⑥  その他特色ある知的財産活動   

プレ共同研究（将来共同研究に発展する可能性のある企業等との研究の経費を大学負担で実施するもの、５０万円/件）

 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 

実施件数    ４件    ４件    ４件      件      件

     

 

実施額 2,000千円 2,000千円 2,000千円 千円 千円

 室蘭工大産学官連携支援会議（ボランティア参加の産学官のメンバーによる知財活用会議）

 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 

実施件数    ３件    ５件   ５件      件     件  

実施額    －    －   －     －   － 
 

 目利きネットワーク会議（北見工大およびノーステック財団、ＴＬＯの支援を得て行う知財活用会議） 

 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 

実施件数    1件    ３件   ３件      件     件  

受入額    － 10,000千円  15,000千円 千円     千円
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７．資金等計画 

①総表                                    （単位：百万円） 

 

②その他（産学官連携人材の派遣・配置）                     （単位：人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 19年度（実績） 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 

大学等の総予算 5,878 6,265 6,265 6,265  

産学官連携戦略全体金額 13 30 30 30  

産学官連携経費割合 0.2％ 0.5％ 0.5％ 0.5％ ％ ％

事業計画分 ０ 11 11 11  

補助・支援事業 ０ 

 

 

 

 

０ ０ ０

 

間接経費等 ０ ０ ０ ０  

実施料等収入 ０ ０ ０ ０  

その他 13 19 19 19  

計 13 19 19 19  

(うち国内出願等経費) 1.7 3.8 3.8 3.8  

(うち外国出願等経費) 1.5 1.3 1.3 1.3  

自
己
負
担
分
（
財
源
） 

負担割合 24.6％ 27％   27％   27％ ％ ％

 19年度（実績） 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 

文科省産学官ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ 

室蘭市派遣職員（特任准教授） 

産学官ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ・非常勤 

知的財産ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ（非常勤） 

知的財産ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ（ボランティ

ア・外部有識者） 

1 

0 

0 

1 

3 

1 

1 

1 

1 

5 

- 

1 

1 

1 

8 

- 

1 

- 

1 

8 
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７．資金等計画 

③２０年度事業計画の経費内訳                         （単位：千円） 

 

平成２０年度（７月から翌年３月まで。） 

費目 種別 委託費の額 備考（消費税対象額を記載）

設備備品費 ビデオ会議システムPCS-G50 ７１０  

研究員     1名 ３６００  

事務補佐員   1名 １３４０  

   
人件費 

計 ２名 ４，９４０ ４，９４０ 

知財セミナー開催費用（２回） 

 内訳（会場費、講師謝礼、旅費、

ポスター代、その他） 

２，５００  

顧問弁護士相談料 ９００  

調査旅費 （北見３回、札幌３回

東京他５回） 
６００  

弁理士相談料 ３１５  

業務実施費 

計 ４，３１５  

一般管理費（10％） ９９６  

合計  １０，９６１  
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８．戦略達成のための体制 

〔連合組織等の体制図〕（複数の応募機関の連名による応募の場合のみ） 

連合組織等の責任者 

  氏 名：松岡健一 

  役 職：国立大学法人室蘭工業大学長 

1.小さな知財本部
2.地域人材の限界の克服
3.知財の実用化
4.知財人材の育成
5.北海道モデルの構築

産学官支援会議
（支援22機関）

室蘭工大・北見工大
連携知的財産本部

目利きネット
ワーク

・ ビジネスモデル評価
・ 特許メインテナンス
・ 実施企業の選択
・ インキュベーション
・ コンソーシアム
・ 研究・開発ファンド

事務局 室蘭工大

北
海
道

北
見
市

室
蘭
市

伊
達
市

登
別
市

北
海
道
大
学

帯
広
畜
産
大

札
幌
医
科
大

函
館
未
来
大

小
樽
商
科
大

酪
農
学
園
大

北
海
道
医
療

大北
海
道
Ｔ
Ｌ
Ｏ

ノ
ー
ス
テ
ッ
ク

財
団

北
洋
銀
行

北
海
道
銀
行

信
用
金
庫

室蘭工業大学 北見工業大学

連
携
支
援

連
携
支
援

知財人材育成
プログラム

・ 地域知的人材育成
・ ＩＰ授業（ＭＯＴ）

知財活用推進委員会
（支援 18機関）

目利きネット
ワーク

・ ビジネスモデル評価
・ 特許のメインテナンス
・ 実施企業の選択
・ 研究開発ファンド
・ インキュベーション
・ コンソーシアム

 

 

・連合組織等の内容 

基本的に両大学は研究・教育・社会貢献の分野において競争関係にある。しかし、知的財産の形になっ

たものについては、連携協力して活用方法や実施企業を見つけ出し、更には、学学連携のよるシーズの付

加やインキュベーションの必要なものについては地域性を生かした支援をお互いに行うという趣旨で連

合組織を形成する。併せて、知財人材の育成については、協力して互いに講師を提供することを検討する。

・連携機関の役割分担 

 室蘭は工業都市であり、北見は農業都市である。その地域特性を生かしたインキュベーション施設を、

互いに利用できる関係を構築する。即ち、農工連携を必要とする知財案件については、北見工業大学の主

導の下、医工連携や商工連携の課題については室蘭工大を中心に、札幌医科大学、小樽商科大学等との連

携を含めて推進する。ノーステック財団、ＴＬＯの人材を活用し、ビジネスモデル評価や特許のメインテ

ナンス、コンソーシアムの構築等を行う。更に金融機関には、企業の評価・選択、ファンドの斡旋等の支

援を要請する。地方自治体には、行政として体制づくりの支援を要請する。 
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８．戦略達成のための体制 

〔応募機関の体制図〕 

応募機関における産学官連携組織の責任者 

  氏 名：松岡 健一 

  役 職：国立大学法人室蘭工業大学長 

役員会

学内組織学内組織

室蘭工業大学

事務局

地
域
連
携
推
進
課

地
域
連
携
担
当
理
事

企業（１）、自治体（３），金融（１０），通信社（１）、大学（３）、財団（２）、ＴＬＯ（１）、団体（１）

大学院

学部

センター

協
働

東京オフィス
（青山）

コラボ

産学官

東京オフィス
（青山）

コラボ

産学官

学長

課長①
研究協力係
②＋非②
専門職員①
（知的財産）
地域連携係
①

地域共同研究開
発センター（ＣＲ

Ｄ）

センター長①，専任教
員①，特認准教授①、
文科省産学連携コー
ディネーター ①，産学
コーディネーター （非常

勤）①，技術職員①，事
務補佐員（非常勤）①

受託研究，共同研究の
推進，産学連携プロジェ
クトの推進，研究シーズ
の広報，競争的学部資
金の獲得，産業人材育
成の支援

知的財産本部
（国際連携）

本部長①、専任教授①，
知的財産コーディネー
ター非①，外部支援職
員③，学内兼任教員③、

研究員①、事務補佐員
①

発明相談，特許出願・管
理，知的財産活用の方
策，国際学術研究連携、
知財人材育成等

地域連携委員会
学内兼任教員

（若干名）

地域連携事業の推進，
公開講座・大学開放事
業の推進等

室蘭工業大学産学官連携推進体制

室蘭工業大学産学官支援会議

 

室蘭工業大学産学官連携支援会議

知的財産本部 地域共同研究開発センター

連
携
団
体

北洋銀行、北海道銀行、北海道工業試験場、
ＮＥＤＯ、Ｊ ＳＴ、室蘭テクノセンター、ノース
テック財団、北海道中小企業支援センター、
室蘭市

企業ニーズ調査
（企業訪問）

大学シーズ調査
（研究室訪問

研究開発ファ ンド
の紹介（ マッ チン
グセミ ナー）

連携機関の役割分担 

本学単独では、企業(1)、自治体(3)、金融機関(10)、報道機関(1)、大学(3)、財団(2)、TLO(1)、団体(1)、

合計22機関と包括連携協定を締結している。その中、知的財産に関わる部分については上述の「室蘭工業

大学産学官支援会議」を介して、2金融機関、2北海道庁機関、2財団やＪＳＴ、ＮＥＤＯなどにより、企

業ニーズ調査、大学シーズの検討、シーズ・ニーズマッチングセミナー等を開催し、知財活用の道を模索

している。その他の連携機関は、学学連携や大学報道、地域金融機関としての地域企業情報等の提供を受

けている。 
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９． 機関の概要 

 

① 本部所在地：室蘭市水元町２７番１号 

 

②機関の組織の概略：次ページ別紙のとおり 

 

③学部等・教員数： 

教 員 数  

学 部 等 名 教 授 准教授 講 師 助 教 助 手 

 

キャンパスの所在地 

工学部 ７５名 ６１名 １５名 ２７名 １名 室蘭市水元町２７番１号 

地域共同研究開発

センター 

０名 １名 ０名 ０名 ０名      〃 

機器分析センター ０名 ０名 １名 ０名 ０名      〃 

保健管理センター ０名 ２名 ０名 ０名 ０名      〃 

国際交流センター １名 １名 ０名 ０名 ０名      〃 

教育研究等支援機

構 

８名 １名 ２名 １名 ０名      〃 

ものづくり基盤セ

ンター 

０名 １名 ０名 ０名 ０名      〃 

 名 名 名 名 名  

 計８４名 計６７名 計１８名 計２８名 計 １名 合計１９８名 

 

④キャッシュフロー計算書又は資金収支計算書（平成18年度）： 

 （資金収支計算書の様式）                         （単位：円） 

収入の部 

大科目 予算 決算 差異 

業務活動による収入 5,214,096,000 5,302,382,029 88,286,029

投資活動による収入 47,252,000 147,050,000 99,798,000

財務活動による収入 0 160,565 160,565

前年度よりの繰越金 1,450,704,000 1,472,158,210 21,454,210

収入の部合計 6,712,052,000 6,921,750,804 209,698,804

支出の部 

大科目 予算 決算 差異 

業務活動による支出 5,042,566,000 4,848,209,389 -194,356,611

投資活動による支出 278,782,000 600,116,595 321,334,595

財務活動による支出 0 109,298,643 109,298,643

翌年度への繰越金 1,390,704,000 1,364,126,177 -26,577,823

支出の部合計 6,712,052,000 6,921,750,804 209,698,804
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１０．「知的財産の創造、保護及び活用に関する推進計画」（平成15年7月知的財産戦略本部

決定）への対応状況等について 

①大学知的財産本部とＴＬＯが連携し各種方針・

ルールの策定等の機能強化を図る。 

■ 対応済   □ 対応できていない 

本学知財本部の強いところ、㈱北海道ＴＬＯの強

いところを整理し、実質的な連携に向けて協議を

始めている。本提案の「目利きネットワーク」は

その一環である。 

 

②社会貢献が研究者の責務であることを大学等に

おいて明確に位置付ける。 

■ 対応済   □ 対応できていない 

本学の理念および中期目標・中期計画において、

明確に社会貢献が研究者の責務であることを謳っ

ている。 

 

 

③研究者の業績評価は研究論文等と並んで知的財

産を重視する。 

■ 対応済   □ 対応できていない 

知的財産として何を採択すべき問題はあるが、出

願知財を研究論文等と並べて評価している。 

 

 

 

④透明性・公正性に配慮した評価システムを構築

し学内に周知する。 

■ 対応済   □ 対応できていない 

評価システムについては、数回の説明会を実施し

ており、学内研究者に周知徹底を図っている。 

 

 

 

⑤発明に関する権利を承継し実施料収入を得た場

合の発明者個人に還元すべき金額の支払ルールを

明確化する。 

■ 対応済   □ 対応できていない 

職務発明規定において、還元すべき金額について

数値化して示してある。 

 

 

 

 

⑥各大学の創意工夫に基づく特色ある大学知的財

産本部の整備・充実・強化を図る。 

■対応済   □ 対応できていない 

小規模単科大学である本学は、小さい知財本部を

目標にしている。本学「産学官支援会議」のよう

なボランティア活動と知財活動をリンクし、「活

用」の強化を行う。また、北見工大との連携では、

「目利きネットワーク」の活用による強化を検討

する。 

 

⑦知的財産の創出・保護・活用に関する基本的考

え方を確立する。 

□ 対応済   ■ 対応できていない 

知的財産ポリシー、職務発明規定、知的財産評価

委員会規則等で、基本的な考え方は確立している

が、「活用」については体制モデルの整備中。 

本プログラムを通じて試行したいと考える。 

 

⑧産学官連携と知的財産管理機能を集中し産業界

からみた窓口の明確化を進める。 

■ 対応済   □ 対応できていない 

 産学官連携の産業界から見た窓口は、地域共同

研究開発センターとしている。地域貢献度ＮＯ．

１は、ここでの活動の評価であると考えている。 

 

 

⑨知的財産の機関一元管理を原則とした体制を整

備する。 

■ 対応済   □ 対応できていない 

知的財産ポリシーに基づいて、創出・管理の一元

化までは既に完了している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑩特許出願しない発明の研究者への還元や自らの
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発明を異動先で研究継続できるような柔軟な措置

を講じる。 

□ 対応済   ■ 対応できていない 

職務発明であることを認定した後、大学として承

継しない発明の発明者における自由な取扱いを認

めている。特許の大学間の移動については、柔軟

に対応する予定であるが、ルール化はされていな

い。 

 

⑪産学官連携ルール（営業秘密、共同研究による

知的財産の帰属等）や契約書の雛形などを整備し

外部に公表する。  

□ 対応済   ■ 対応できていない 

地域中小企業と本州企業との格差を考慮して、そ

れぞれ企業に対して柔軟な対応をすべく、固定し

た雛型の準備はない。事業化や最適効果を意識し

た産学連携ポリシー等により、外部公表する。 

 

 

⑫企業と大学等の協議結果を踏まえた共同・受託

研究契約の締結ができるよう柔軟性を確保する。 

  ■ 対応済   □ 対応できていない 

上述のように企業と大学の両者にWIN-WINの関係

ができるように最大限の努力をしている。対応は

個別に行う。 

 

 

 

⑬起業する研究者の求めに応じた権利の移転や実

施権の設定を可能とする柔軟なルールを整備する。 

   □ 対応済   ■対応できていない 

知的財産の管理をどこがすべきか、最適効果を発

揮する方策を検討する。ベンチャー支援は知財本

部の使命の一つであり、ルールは柔軟に設定する

予定である。 

 

 

⑭研究マテリアルの移転条件や移転手続きを定め

たルールの周知を図り、使用の円滑化を図る。               

□ 対応済   ■ 対応できていない 

 

海外との共同研究を含め早急に整備すべき問題点

であると認識している。 

 

 

⑮発明者の明確化、共同研究成果の明確化等に資

する研究ノートの記載・管理方法について研究・

教育を実施し研究ノートの使用を奨励する。 

□ 対応済   ■ 対応できていない 

フォーマットを指定した研究ノートについては、

対応できていない。記載のルール、管理方法等、

徹底すべきことが多く、研究者個人の知財マイン

ドの醸成が不可欠であり、知財セミナー等を繰り

返すことにより体制整備を行う。 
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１１．現状に関するデータ 

①発明状況 

 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度  

 発明届出件数 １１件 ２０件 １７件 １５件 １７件

    ②特許取得及び管理状況                                                       

特許権（国内） １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 

出願件数 １４件 １９件 ８件 １３件

登録(権利化)件数 ０件 ２件 ２件 ２件

 

保有件数 ７件 ６件 ５件 ７件

    ③特許権（国内）のライセンス等収入 

実施許諾・譲渡 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 

件数 ０件 １件 ０件 ０件

件数（ＴＬＯ経由） ０件 ０件 ０件 ０件

収入額 ０千円 ０千円 ２６千円 ０千円

 

 

 

収入額（ＴＬＯ経由） ０千円 ０千円 ０千円 ０千円

    ④共同研究（国内）受入実績 

 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 

受入件数 93件 101件 109件 89件 90件

 

 

受入額 70,371千円 80,743千円 78,244千円 106,890千円 115,268千円

    ⑤受託研究（国内）受入実績 

 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 

受入件数 6件 12件 22件 27件 31件

 

 

受入額 60,179千円 30,255千円 94,903千円 116,320千円 84,313千円

    ⑥その他特色ある知的財産活動 

    中小企業との共同研究 

 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 

受入件数 48件 55件 62件 44件 47件

     

 

受入額 32,750千円 37,373千円 27,110千円 21,500千円 27,290千円

    分野別特許出願件数  

 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 

ナノテクノロ

ジー・材料 

４件 ６件 ４件 ７件

情報通信 ４件 ４件 ４件 ４件

製造技術・もの

づくり技術 

２件 ６件 ０件 ２件

環境 ３件 ０件 ０件 ０件

エネルギー ２件 ３件 ０件 ０件
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    大学発ベンチャー創出件数 

 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 

創出件数 ０件 １件 ０件 ０件 ０件
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３．これまでの主な取組と現況 

 

①知的財産の創出・管理・活用の体制整備 

本学の知的創造の成果を財産として有効に活

用することと権利者を保護することとを目的と

し、平成１６年に職務発明規程を制定するとと

もに、知的財産の発掘・権利化・管理・活用を

一元的に担う知的財産本部を立ち上げた。同時

に発明審査委員会を設置し、特許性・市場性・

大学方針との整合・等から職務発明の大学帰属

を判断する体制を採った。平成１７年にはそれ

らの背景となった重要な考え方について整理・

明示した知的財産ポリシーを制定した。産学官

連携をはじめとする大学の社会貢献領域の業務

を一本化し総合最適化する目的で、平成１７年

には担当理事・副学長を室長とする地域連携・

研究戦略室を設置し、知的財産本部・地域共同

研究センター・ＳＶＢＬとそれらの事務を担当

する研究協力課を統合制御する体制をスタート

させた。 

多大な努力にもかかわらず、将来的に必須と

なる保有特許権利の厳選に対応する体制は実現

できておらず、また、知的財産の活用に関して

は決定的な体制・方策を持てずに現在に至って

いる。

（http://www.crc.kitami-it.ac.jp/chizai/to

p.html） 

 

②利益相反マネジメントの体制整備 

平成１７年に制定した知的財産ポリシーに、

利益・責務相反に対する基本的な姿勢と考え方

を謳った。関連する規定は「職員の兼業に関す

る規程」に具体化され、運用されている。利益・

責務相反にあたらない範囲が具体的に明示され

ており、その要件を満たすことを条件に最終的

には学長が可否を判断する体制を採っている。

（http://www.crc.kitami-it.ac.jp/chizai/to

p.html、 

http://www.kitami-it.ac.jp/pubdoc/kitei/re

iki_int/reiki_honbun/ax89900161.html） 

 

③秘密保持体制の整備（意図せざる技術流出の

防止など） 

平成１７年に制定した知的財産ポリシーに、

秘密保持に対する基本的な姿勢と考え方を謳っ

た。関連する規定は「共同研究取り扱い規定」、

「個人情報管理規定」、「文書処理規程」、な

どに具体化され、運用されている。秘密情報の

特定、保管、アクセス、活用、について知的財

産本部が主導し、秘密保持契約の指導を行うと

ともに、共同研究だけでなく学内を対象とする

研究発表に対しても機密保持の考え方を導入す

るなど、緊急性の高いところから順次体制を整

備しつつある。 

（http://www.crc.kitami-it.ac.jp/chizai/to

p.html、 

http://www.kitami-it.ac.jp/pubdoc/kitei/re

iki_int/reiki_mokuji/r_taikei_main.html） 

 

④その他全般に産学連携関連の紛争への対応

（予防対応も含む） 

 緊急性の高いところから対応している。共同

研究では、簡便に研究を開始できかつ後に紛争

が起こらない予防的対応を実現するため、研究

契約時に判断保留を含む成果取扱いのいくつか

の型を示し、その中から研究パートナが最も相

応しい選択肢を選ぶ契約雛形を採用している。

秘密保持契約締結の機会拡大も進めている。

（http://crcenter.crc.kitami-it.ac.jp/） 

 

⑤その他特筆すべき取組 

・ 教育・研究と並ぶ第三の大学の役割として

「社会貢献」を掲げ、その姿勢を知的財産ポ

リシーの中で明確にしている。大学が先導的

に取り組んだ教員評価制度にも上記考え方

を反映させ、特許出願は主要学会誌への論文

掲載と同じ重さで評価している。 

・ 本学の産学官連携活動の水準は、特に教員あ

たり共同研究実績、地域との連携実績、など

に表れており、全国紙をはじめとする各種評

価で高い評価を受けている。 

・ 知的一元管理を進める上で大学が最も苦慮

した知財活用（特に特許のマーケティング）

に関しては、連携協定に基づきＴＬＯに業務

を委託することで可能な限り弱点を補完す

る体制を採っている。 
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４．産学官連携戦略 

○「総括」 

 本学は産学官連携戦略に基づく地域・社会貢

献の実現をめざし、自律的知的財産活動を実現

するための以下２つの大きな課題を持っている。 

・ 厳選された特許への集中の実現 

・ 特許シーズを産業振興に有効に結びつ

ける機能の飛躍的な強化 

それぞれの課題に対し、以下マネジメント・体

制上の整備を進めることとしている。 

・ 特許評価情報を発明審査委員会にイン

プットする外部第三者体制の構築と運

用 

・ 強力な特許活用推進エンジンの設置と

運用 

さらに、同質の課題を抱える工学系単科大学、

室蘭工業大学と上記を共有し、お互いの知財活

動へ相互乗り入れする｢連携知財本部｣を機能さ

せる。これにより相乗的に、上記課題を本学単

独では達成できない高いレベルで達成する。 

①「産学官連携戦略」に関すること。 

本学は産学官連携を、「産学官連携による社

会貢献を教育・研究に並ぶミッションと位置づ

ける。」、「存在価値の基盤を地域に置く。」

そして「世界と地域の現状と大学を取巻く環境

を踏まえ、バイオ・食品、エネルギー・環境、

寒冷地工学の３分野に特に重点を置く。」との

基本的な戦略の基に進めている。上記戦略の基

で産学官連携による社会貢献を発展的に実現す

るにあたり、「３．これまでの主な取組と状況」

で述べたように、本学は知財活動に関し以下２

つの大きな課題を抱えている。 

・ 大学の自律的な知財活動の発展のため

に、技術のコアとなる重要特許に集中す

る。 

・ ビジネスへの貢献にむけて特許シーズ

の育成・発展を強力に推進するシステム

に注力する。 

②戦略達成のための「マネジメント」に関する

こと。 

上述の重要２課題達成のためには、知財活動

上、以下のマネジメント改革が必須である。 

【特許を厳選し得る機能と能力の整備】 

・ 特許処理の各段階において、発明審査委 

 

員会で特許を厳選するシステムを確立

する。 

・ 信頼できる外部第三者の特許評価情報

を発明審査委員会にインプットする方

策を実現する。 

【特許シーズの育成・発展を強力に推進するシ

ステムの整備】 

・ 厳選した重要特許の強化、共同研究・開

発移管・資金調達・連携マッチングなど

次段階へのフェーズアップ企画、技術フ

ローの制御、などを実現する機能・組織

体を、知財本部活動の一連の流れの中に

新たに設置・導入し運用する。 

・ 本学が重点を置く研究分野を中心に、イ

ンキュベーションの場の提供能力を拡

大・強化する。 

・ 既存外部機関・組織の機能・活動を有効

に活用することにより、上記を効率的に

実現する。 

③戦略達成のためにあるべき「体制」に関する

こと。（体制図は「８．戦略達成のための体制」

に記載） 

【特許を厳選し得る機能と能力の整備】 

・ 信頼できる特許評価情報を発明審査委

員会にインプットする外部第三者の体

制を整備する。 

・ 外部とのスムーズな遠隔会議を可能と

するハード体制を確立する。 

【特許シーズの育成・発展を強力に推進するシ

ステムの整備】 

・ 既存外部組織・機能・活動の統合により、

強力な特許活用推進エンジンとして機

能する｢知財活用推進委員会｣を、知財本

部活動の一連の流れの中に新たに設置

する。 

・ 重点コンテンツ分野を主な対象とする

インキュベーション・サイトを充実する。 

【同質の課題を抱える工学系単科大学との｢連

携知財本部｣設立・運用】 

・ 室蘭工業大学と、特許活用推進エンジン

を共有し、かつお互いの知財活動への相

互乗り入れを実現する体制を確立し、そ

れぞれが持つ共通課題を相乗的に高次

元で達成する。 



５．事業計画 

①産学官連携の取組や知的財産の管理・活用の

「現状」に関すること。 

本学はこれまでに、学内全体の知的財産の発

掘・権利化・管理・活用の一連の流れを知財本

部で一元管理する体制を整えてきた。特に特許

や共同研究など緊急性の高い課題から着手し、

一応の体制を整備することができた。しかしな

がら将来に向けた知財活動による社会貢献を発

展的に実現するにあたり、本学は前述した２つ

の大きな課題を抱えている。これを解決するた

め、 

・ 大学の自律的な知財活動の発展のため

に、技術のコアとなる重要特許に集中で

きるようにする。 

・ ビジネスへの貢献にむけて特許シーズ

の育成・発展を強力に推進するシステム

を作り運用する。 

 

②産学官連携の「体制」に関すること。（体制図

は「８．戦略達成のための体制」に記載） 

上記①記載の課題達成のために、以下の体制

を構築する。 

・ 信頼できる特許評価情報を発明審査委

員会にインプットする外部第三者の体

制を整備する。 

・ 外部とのスムーズな遠隔会議を可能と

するハード体制を確立する。 

・ 既存外部組織・機能・活動の統合により、

強力な特許活用推進エンジンとして機

能する｢特許活用推進委員会（仮称）｣を、

知財本部活動の一連の流れの中に新た

に設置する。 

・ 重点コンテンツ分野を主な対象とする

インキュベーション・サイトを充実する。 

・ 室蘭工業大学と、特許活用推進エンジン

を共有し、かつお互いの知財活動への相

互乗り入れを実現する体制を確立する。 

 

③産学官連携の「機能・活動」に関すること。 

 上記①記載の課題達成のため、上記②記載の

体制整備と合わせ、以下の機能・活動を充実・

強化する。 

・ 特許処理の各段階において、発明審査委

員会で特許を厳選する機能を確立する。 

・ 信頼できる外部第三者の特許評価情報

を発明審査委員会にインプットする機

能を実現する。 

・ 厳選した特許の強化、共同研究・開発移

管・資金調達・連携マッチングなど次段

階へのフェーズアップ企画、技術フロー

の制御、などを実現する機能・活動を新

たに設置・導入し運用する。 

・ 本学が重点を置く分野を中心に、インキ

ュベーションの場の提供機能を拡大・強

化する。 

・ 既存外部機関・組織の機能・活動を有効

に活用することにより、効率的に上記を

実現する。 

・ 同質の課題を抱える工学系単科大学、室

蘭工業大学と上記を共有し、お互いの知

財活動へ相互乗り入れする｢連携知財本

部｣を機能させる。 

 

④産学官連携及び知的財産の管理・活用につい

ての事業期間終了後の「将来像」と年次計画に

関すること。 

【将来像】 

・ 企画した上記各方策の多くは、多少の初

期コストを必要とするもののランニン

グコストは小さい。将来的には受益者負

担を条件とし、自律した知財本部、連携

知財本部として運営していく。 

・ 連携知財本部は、特許活用機能を強力に

したＴＬＯの発展版組織とも言うべき

ものとなる。類似課題を持つ組織のソリ

ューション・モデルとして発展・運用さ

せる。 

【年次計画】 

初年度は特許厳選機能強化を中心に据え、これ

に利用する遠隔会議ハードを整備し運用を開始

する。本ハードは特許厳選システムのツールと

して用い、特許厳選システムへの室蘭工大情

報・人材のインプットをはじめとする室蘭工大

との知財活動相互乗り入れに活用する。併せて

知財活用推進委員会とインキュベーション・サ

イト構想を具体化する。中間年度には特許活用

推進委員会の立上げを中心に据える。最終年度

にはインキュベーション・サイト機能の強化を

中心に据える。 



６．事業計画の年度別計画 

〔事業内容〕 

年 度 事業内容 

平成２０年度 

①目標 

特許評価体制強化： システム（ハード、体制）導入、運用開始（最低２回） 

知財活用促進機能整備： システム（体制、ソフト）研究、構想具体化 

インキュベーション・サイト強化方策の具体化 

②事業内容 

特許評価体制強化： システム導入、活用体制の構築、運用の発明審査への反映 

知財活用： 実効あるシステムの研究、外部機関の組織化、運用具体化 

インキュベーション・サイトに関する外部・学内調査、強化方策検討

平成２１年度 

①目標 

特許評価体制強化： 知財共有化・評価、知財教育への本格運用開始（最低５回）

知財活用促進機能整備： 委員会システム導入、共用運用開始（最低２回） 

            インキュベーション施設構想設定、一部導入 

②事業内容 

特許評価体制強化： 導入ハード適用用途の拡大 

知財活用促進： 具体シーズへのシステム活用、後工程整備 

        インキュベーション施設導入 

平成２２年度 

①目標 

知財活用促進： 委員会システム（体制、後工程）本格運用開始（最低３回） 

        インキュベーション施設相互活用開始（最低１件）、 

他： 事業成果広報実行 

②事業内容 

知財活用促進： 委員会システム活用、後工程活用 

        インキュベーション施設拡充・相互活用 

事業成果広報： 成果セミナー、成果展示などの実施 

平成２３年度 

①目標 

 

 

②事業内容 

 

平成２４年度 

①目標 

 

 

②事業内容 

 



                              （１応募機関２ページ以内） 5 

６．事業計画の年度別計画 

〔数値目標〕 

①発明状況 

 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度  

 発明届出件数 １４件 １４件 １４件 件 件

    ②特許取得及び管理状況                                                       

特許権（国内） ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 

出願件数 １０件 １０件 １０件 件 件

登録(権利化)件数 ３件 ３件 ３件 件 件

 

保有件数 １３件 １２件 １０件 件 件

    ③特許権（国内）のライセンス等収入 

実施許諾・譲渡 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 

件数 ５件 ５件 ５件 件 件

件数（ＴＬＯ経由） ０件 ０件 ０件 件 件

収入額 ６９０千円 ６９０千円 １０００千円 千円 千円

 

 

 

収入額（ＴＬＯ経由） ０千円 ０千円 ０千円 千円 千円

    ④共同研究（国内）受入実績 

 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 

受入件数 １００件 １００件 １００件 件 件

 

 

受入額 108,129千円 110,000千円 115,000千円 千円 千円

    ⑤受託研究（国内）受入実績 

 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 

受入件数 ３１件 ３１件 ３１件 件 件

 

 

受入額 134,406千円 134,406千円 134,406千円 千円 千円

    ⑥その他特色ある知的財産活動 

     発明審査のための室蘭工大知財本部とのＴＶ会議 

 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 

実施回数 ２回 ５回 ５回   

     

 

 取扱い案件 ４件 １０件 １０件   

 

    室蘭工大との共同知財活用推進委員会開催 

 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 

実施回数 ０回 ２回 ３回   

     

 

 取扱い案件 ０件 １件 ２件   
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７．資金等計画 

①総表                                    （単位：百万円） 

 

②その他（産学官連携人材の派遣・配置）                     （単位：人） 

 

 19年度（実績） 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 

大学等の総予算 ４，３６３ ４，２３６ ４，１１６ ４，００２  

産学官連携戦略全体金額 ８ １７ １６ １６  

産学官連携経費割合 ０．２％ ０．４％ ０．４％ ０．４％ ％ ％

事業計画分 ０ １０ １０ １０  

補助・支援事業 

・ＪＳＴ「特許出願支援制度」 

 

１ 

 

 

 

１

 

 

 

 

 

間接経費等 ０ ０ ０ ０  

実施料等収入 １ １ １ １  

その他 ６ ５ ５ ５  

計 ７ ６ ６ ６  

(うち国内出願等経費) ４ ４ ４ ４  

(うち外国出願等経費) ０ ０ ０ ０  

自
己
負
担
分
（
財
源
） 

負担割合 ８８．０％ ３５．３％ ３８．０％ ３８．０％    ％    ％

 19年度（実績） 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 

人材の派遣・配置 

・文部科学省産学官連携コーデ 

 ィネーター 

・ＮＥＤＯフェロー 

・大学知的財産アドバイザー 

 

 

１ 

 

１ 

 

 

 

 

１ 

 

 

 

 

１ 
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７．資金等計画 

③２０年度事業計画の経費内訳                         （単位：千円） 

 

平成２０年度（７月から翌年３月まで。） 

費目 種別 委託費の額 備考（消費税対象額を記載）

設備備品費 
遠隔会議ハード一式 

（システム、什器） 
1470 （1400） 

業務担当職員 3600  

社会保険料等事業主負担分 600  

  
人件費 

計 4200  

消耗品費 400 （400） 

国内旅費 1800  

雑役務費 2000  

印刷製本費  100 （100） 

消費税相当額 25  

  

業務実施費 

計 4325  

一般管理費  1000  

合計  10995  
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８．戦略達成のための体制 

〔応募機関の体制図〕 

応募機関における産学官連携組織の責任者 

  氏 名： 青木 清 

  役 職： 副学長、地域連携・研究戦略室長 

 

（体制図） 

 

ち

・連携機関の役割分担 

知財活用推進委員会を構成し、知財ブラッシュアップ、計画指導（体制、スケジュール、

プラン）、フェーズアップ企画、マッチング、等の議論・指導・コーディネート、等を行う。 

その他、 

大学、公設試験研究機関： 技術指導、共同研究の受け皿、などを担当 

官・公： 支援システムの提供、行政面からの支援、施設貸与、などの支援 

産業界： 共同研究の受け皿、融資・ファンドの提供、知財マーケティング、などを担当 

学長 

室長（副学長） 

知的財産本部 
 
◇知財一元管理 
◇知財教育 
◇地域知財支援 
◇契約支援 
 
知財本部長（１名） 
大学知財 
ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞ（１名） 

知財ｽﾀｯﾌ（１名） 

地域共同研究ｾﾝﾀｰ 
 
◇産学連携推進 
◇ｲﾝｷｭﾍﾞｰｼｮﾝ 
◇外部資金導入支援 
 
 
産学連携ｽﾀｯﾌ（２名） 
産学官連携 

ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ（３名） 
非常勤研究員（１名） 
研究補佐（１名） 

ＳＶＢＬ 
 
◇ﾍﾞﾝﾁｬｰｼｰｽﾞ育成 
◇ﾍﾞﾝﾁｬｰ人材育成 
 
 
 
ｽﾀｯﾌ（１名） 

研究協力課   ◇関連事務 
 事務員（５名） 事務補佐（２名） 

工学部 

各研究推進ｾﾝﾀｰｰ 

工学研究科 

機器分析ｾﾝﾀｰ 

ものづくりｾﾝﾀｰ 

国際交流ｾﾝﾀｰｰ 

ｻﾃﾗｲﾄｵﾌｨｽ（東京・札幌） 

ｲﾝｷｭﾍﾞｰｼｮﾝｻｲﾄ 

地域連携・研究戦略室 

北見工業大学 

 
大学等   官・公     産業界 
・帯畜大   ・網走支庁 ・中小企業基盤整備機構  ・TLO 
・東農大   ・北見市 ・ｵﾎｰﾂｸ産学官融合ｾﾝﾀｰ  ・北見商工会議所 

・NOASTEC ・食品加工技術ｾﾝﾀｰ   ・北洋銀行 
・道農試 ・工業技術ｾﾝﾀｰ   ・網走管内４信金 
     ・北海道新聞 

連携機関 知財活用推進委員会 

発明審査委員会
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９．機関の概要 

 

①本部所在地： 

  北海道北見市公園町１６５番地 

 

②機関の組織の概略： 
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③学部等・教員数： 

教 員 数  

学 部 等 名 教 授 准教授 講 師 助 教 

 

キャンパスの所在地 

工学部 ５５名 ５９名 ７名 ３３名 北見市公園町１６５番地 

    

 計 ５５名 計 ５９名 計 ７名 計 ３３名 合計１５４名 

 

④キャッシュフロー計算書又は資金収支計算書（平成18年度）： 

 （資金収支計算書の様式）                         （単位：円） 

収入の部 

大科目 予算 決算 差異 

運営費交付金  2,627,889,000  2,627,889,000              0

施設整備費補助金  1,171,011,000  1,203,561,150     32,550,150

補助金等収入              0     14,850,000     14,850,000

国立大学財務・経営センター

施設費交付金 

    19,000,000     19,000,000              0

授業料及入学金検定料収入  1,209,086,000  1,200,969,000   ▲ 8,117,000

雑収入     31,107,000     54,928,290     23,821,290

産学連携等研究収入及び寄

附金収入等 

   189,835,000    284,267,017     94,432,017

目的積立金取崩     20,000,000     47,890,404     27,890,404

収入の部合計  5,267,928,000  5,453,354,861    185,426,861

支出の部 

大科目 予算 決算 差異 

教育研究経費  3,224,696,000  3,071,033,302 ▲ 153,662,698

一般管理費    663,386,000    653,392,794   ▲ 9,993,206

施設整備費補助金  1,190,011,000  1,222,561,150     32,550,150

補助金等収入              0     14,850,000     14,850,000

産学連携等研究経費及び寄

附金事業費等 

   189,835,000    288,522,303     98,687,303

支出の部合計  5,267,928,000  5,250,359,549  ▲ 17,568,451
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１０．「知的財産の創造、保護及び活用に関する推進計画」（平成15年7月知的財産戦略本部

決定）への対応状況等について 

①大学知的財産本部とＴＬＯが連携し各種方針・

ルールの策定等の機能強化を図る。 

□ 対応済   ■ 対応できていない 

緊急性の高い特許・実用新案への対応を優先した。

ポリシーでは他の知財にも触れたが、規程は未整

備な部分がある。URL: http://www.crc.kitami- 

it.ac.jp/chizai/top.html 

 

②社会貢献が研究者の責務であることを大学等に

おいて明確に位置付ける。 

■ 対応済   □ 対応できていない 

知財ポリシーで社会貢献を教育・研究と同じ次元

に位置づけ、教員の業関評価もそれら３領域で行

っている。URL: http://www.crc.kitami-it.ac.  

jp/chizai/top.html 

 

③研究者の業績評価は研究論文等と並んで知的財

産を重視する。 

■ 対応済   □ 対応できていない 

教員の業績評価では、主要な研究論文件数と特許

出願件数とを同等の扱いとしている。 

URL: http://www.hkitami-it.ac.jp/pubdoc/ 

kyoin_hyoka.html 

 

④透明性・公正性に配慮した評価システムを構築

し学内に周知する。 

□ 対応済   ■ 対応できていない 

従来の環境に対応した問題の無いシステムは構築

できたが、今後必要となる保有権利の厳選に対応

し得る体制の整備は本学単独では難しく、システ

ムは構築できているとは言えない。 

 

⑤発明に関する権利を承継し実施料収入を得た場

合の発明者個人に還元すべき金額の支払ルールを

明確化する。 

■ 対応済   □ 対応できていない 

大学が発明者から承継した権利を根拠に得た実施

量収入に関しては、その発明者への還元ルールを

規程化し処理を実行している。URL: http://www. 

crc.kitami-it.ac.jp/chizai/top.html 

 

 

⑥各大学の創意工夫に基づく特色ある大学知的財

産本部の整備・充実・強化を図る。 

□ 対応済   ■ 対応できていない 

知財の発掘・権利化・管理を担う体制は整備でき

たが、権利活用推進機能を本学単独で持つことは

難しく、ＴＬＯも似た状況にある。本機能は極め

て弱体であり、整備が強く求められている。 

 

⑦知的財産の創出・保護・活用に関する基本的考

え方を確立する。 

■ 対応済   □ 対応できていない 

知的財産ポリシーで基本的な考え方を明示し、知

的財産規程としてそれらを具現化した。 

URL: http://www.crc.kitami-it.ac.jp/chizai/ 

top.html 

 

⑧産学官連携と知的財産管理機能を集中し産業界

からみた窓口の明確化を進める。 

■ 対応済   □ 対応できていない 

Ｈ．１７年度に、題記機能を一体化した地域連携・

研究戦略室を設けた。URL: http://www.kitami- 

it.ac.jp/pubdoc/kitei/reiki_int/reiki_honbun

/ax89901801.html 

 

⑨知的財産の機関一元管理を原則とした体制を整

備する。 

□ 対応済   ■ 対応できていない 

知財の発掘・権利化・管理を一元的に担う体制は

整備できたが、⑥に述べた理由から権利活用推進

体制は整っていない。本機能は極めて弱体であり、

整備が強く求められている。 

 

⑩特許出願しない発明の研究者への還元や自らの

発明を異動先で研究継続できるような柔軟な措置

を講じる。 

□ 対応済   ■ 対応できていない 

緊急性の高い権利化できる発明への対応を優先し

た。非出願発明、研究者の異動に対しては柔軟に

対応しているが規程は未整備である。URL: http: 

//www.crc.kitami-it.ac.jp/chizai/top.html 
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⑪産学官連携ルール（営業秘密、共同研究による

知的財産の帰属等）や契約書の雛形などを整備し

外部に公表する。  

■ 対応済   □ 対応できていない 

規程とそれを反映した契約書雛形を持っている。 

URL:http://crcenter.crc.kitami-it.ac.jp/ 

 

 

 

⑫企業と大学等の協議結果を踏まえた共同・受託

研究契約の締結ができるよう柔軟性を確保する。 

  ■ 対応済   □ 対応できていない 

状況に応じた柔軟な対応を可能にする方針で、

種々選択肢を盛り込んだ契約（案）を雛形として

用意している。 

URL:http://crcenter.crc.kitami-it.ac.jp/ 

 

⑬起業する研究者の求めに応じた権利の移転や実

施権の設定を可能とする柔軟なルールを整備する。 

   □ 対応済   ■ 対応できていない 

緊急性の高い案件への対応を優先した。柔軟な考

え方をポリシーに盛ったが、規程の形での明確

化・具体化は未実施である。URL: http://www. 

crc.kitami-it.ac.jp/chizai/top.html 

 

 

⑭研究マテリアルの移転条件や移転手続きを定め

たルールの周知を図り、使用の円滑化を図る。               

□ 対応済   ■ 対応できていない 

 

緊急性の高い案件への対応を優先した。研究マテ

リアルについては知財ポリシーの対象としたが、

規程化は未実施である。URL: http://www. 

crc.kitami-it.ac.jp/chizai/top.html 

 

⑮発明者の明確化、共同研究成果の明確化等に資

する研究ノートの記載・管理方法について研究・

教育を実施し研究ノートの使用を奨励する。 

□ 対応済   ■ 対応できていない 

各種知財研修、セミナーの機会を捉えて研究ノー

トの使用を奨励しているが、対応済みと言えると

ころまで使用は浸透していない。 
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１１．現状に関するデータ 

①発明状況 

 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度  

 発明届出件数 １３件 １５件 ２１件 ２２件 １４件

    ②特許取得及び管理状況                                                       

特許権（国内） １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 

出願件数 １４件 １４件 １５件 ６件

登録(権利化)件数 ０件 ５件 ２件 ２件

 

保有件数 ０件 ５件 ７件  １０件

    ③特許権（国内）のライセンス等収入 

実施許諾・譲渡 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 

件数 ０件 ３件 １件 ５件

件数（ＴＬＯ経由） ０件 ０件 ０件 ０件

収入額 ０千円 1,975千円 100千円 690千円

 

 

 

収入額（ＴＬＯ経由） ０千円 ０千円 ０千円 ０千円

    ④共同研究（国内）受入実績 

 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 

受入件数 ８０件 ８３件 ９０件 ９１件 １００件

 

 

受入額 91,728千円 102,026千円 108,223千円 114,024千円 108,129千円

    ⑤受託研究（国内）受入実績 

 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 

受入件数 １３件 １２件 １５件 ２０件 ３１件

 

 

受入額 26.144千円 23,937千円 42,475千円 97,795千円 134,406千円

    ⑥その他特色ある知的財産活動 

 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 

      

     

 

      

 

 

 


